
行政経営評価（施策評価）

３－① 水産業振興

３－② 農業振興

３－③ 商工業振興

３－④ 観光振興

３－⑤ エネルギー関連産業振興

■まちづくりの視点

■成果指標と現状
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※促進区域指定から７年後運転開始の目標スケジュール

（起点）促進区域指定 ⇒ [１年後]事業者公募・決定　⇒ [２年後]環境影響評価　⇒ [４年後]着工　⇒ [７年後]運転開始

成果指標と現状の分析（その１）

水産業振興： 基準年度と比較し、廻船による水揚げ高は増加している。今後も本市の水産業の振興につながる廻船の誘致に取り組ん

でいく。

農業振興： 農家１戸あたり経営耕地面積は、基準年度と比較し面積は拡大している。農業経営者の高齢化を踏まえつつ、経営の効

率化を図れる設備投資などの支援により、経営耕地面積を拡大させ、農業所得を増加させる施策に取り組んでいく。

商工業振興： 企業・起業家の立地・創業件数の伸びが市内事業所数の減少に追いついていないため、立地・創業と市内商工業の支援

に取り組む必要がある。

観光振興： 新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、観光需要が低下し、訪日外国人数が激減した。

今後、感染症防止策を図りながら、観光需要を回復させていくことは、全国的に取り組まれていくことが見込まれるた

め、銚子ならではの新たな魅力の発信に取り組んでいく必要がある。

着工
７年後運転開始※

2027年

運転開始

促進区域指定・
事業者公募開始

2018年6月 2,635MWh
4,100MWh 4,700MWh 5,300MWh

設立 （2020年度）

3,600箇所 3,600箇所
（2016年） （2021年暫定）

8　件
延べ　30件 延べ　50件 延べ　100件

（2017年度）

地域新電力会社の販売電力量

エネルギー関連産業振興

115,260ｔ 110,250ｔ
118,500ｔ 119,500ｔ 122,400ｔ

（2017年度） （2020年度）

12,554人 20,218人
（2017年） （2020年度）

2,560千人 1,949千人
2,888千人 3,046千人 3,552千人

（2017年） （2020年度）

市内事業所数

商工業振興

観光入込客数

観光振興

597人
10,375人

（2017年） （2020年度）

231アール 244アール
252アール

（2015年） （2020年度）

3,672箇所 3,379箇所
3,600箇所

延べ　4件

促進区域指定から
環境影響評価

221億円 221億円

257アール 270アール

外国人宿泊者数

観光振興

221億円 227億円

洋上風力発電設備の誘致

エネルギー関連産業振興

4,503人

ライフステージの視点
（生活と時間）

３．働　く

施策分野 目指すべき姿

水産業関係者が生き生きと活動できるよう環境整備を推進し、海（獲る）と陸（流通・加
工）が一体となった「水産都市・銚子」として飛躍するまち

地場産業が活性化するとともに、新たな担い手による事業も展開され、雇用機会が確保され
るまち

豊かな地域資源の活用と関係主体の連携により、魅力的な観光資源が形成され、多くの観光
客が訪れるまち

大規模洋上風力発電施設の運転開始と再生可能エネルギーの地産地消を目的とした地域新電
力事業の普及が実現したまち

市民の視点 誰もが自分なりの力を試し発揮する

産業関連の各分野を【働くライフステージ】に該当する分野
と捉えます。

行政の視点 市の強みを磨き、雇用の場を創出する

協働の視点 地域資源の共有を通じて価値づくりに取り組む

中心的な担い手の農地の集積・集約化が進み、収益性の高い農業を展開していくことによ
り、産業としての農業が持続されていくまち

（2029年度目標値）

ＪＡ営農センター銚子管内野菜出荷量

農業振興

企業・起業家の立地・創業件数

３年後 ５年後 １０年後

（最新） （2022年度目標値） （2024年度目標値）

指標名

（対象分野）

廻船による水揚げ金額
221億円

計画策定時

（基準年度）

水産業振興

農家１戸当たり経営耕地面積

農業振興

商工業振興

現状



成果指標と現状の分析（その２）

エネルギー　： 地域新電力の販売電力量は、認知度を高める工夫をし、2022年度の目標達成に向けて、さらなる努力が必要である。

関連産業振興 洋上風力発電の誘致については、令和３年中に事業者が決定された後、2027年の運転開始とゼロカーボンシティの実現

に向けて取り組んでいく。

＜区分を構成する主な事務事業一覧＞

区分： ３．働　く 注：予算を必要としない取組は、事務事業一覧には掲載していません。

３－①水産業振興：漁港整備の促進

３－①水産業振興：沿岸漁業・水産加工業の振興

３－①水産業振興：内水面漁業の振興

３－①水産業振興：その他【水産業振興】

３－②農業振興：農業生産の基盤整備

漁港等環境整備経費 水産課 1,965 1,374 10602020135

広域営農団地農道整備経費
（地方創生道整備推進交付金事業）

農産課 51,571 10,053

1,511 10601051036

農産課広域営農団地農道管理経費

― 令和２年度対象なし

10601050436 ８－④広域関連

土地改良施設整備経費 農産課 ―

多面的機能支払交付金経費 農産課 1,481

10601050136 令和元年度対象なし

228 229 10602020235

令和元年度決算 令和２年度決算

廻船誘致対策経費 水産課 141 150 10602022135

水産業金融対策経費 水産課 1,002 914

漁業共済掛金助成経費 水産課 10602020535

経営所得安定対策等推進経費 農産課 2,258

2,624 8,294

8,062 7,325

外川漁港整備経費 水産課 63,776 33,141

漁港第３卸売場整備経費 水産課 2,300 4,700

その他水産業総務経費 水産課 1,141

1,030

農業金融対策経費

栽培漁業推進経費 水産課

5,341

農産産地支援事業経費 農産課 ― 1,500 10601032836 令和２年度新規事業

10601050236 ８－④広域関連

農産課
強い農業・担い手づくり総合支援事業
経費

― 4,101

「輝け！ちばの園芸」次世代産地整備
支援経費

農産課 13,538

農産課 933 869

園芸用廃プラスチック処理対策経費 農産課 7,372

10601030436

農業経営基盤強化資金利子補給経費 農産課 810 647 10601030336

10601030536

9,493 10601030836

10601033436 令和２年度新規事業

2,106 10601031636

10602020335

10602020435

2,120 10602010735

10602030235

銚子漁港整備経費 水産課 93,355 23,709 10602030135

事務事業名 担当課室等
事業費（単位：千円）

個別レポート番号 備考

広域営農団地農道管理経費
（農村地域防災減災事業）

農産課 5,280 ―



＜区分を構成する主な事務事業一覧＞

区分： ３．働　く 注：予算を必要としない取組は、事務事業一覧には掲載していません。

３－②農業振興：畜産生産の基盤整備

３－②農業振興：農業後継者の育成・確保

３－②農業振興：有害鳥獣被害対策の強化

３－②農業振興：その他【農業振興】

３－③商工業振興：活力と賑わいのある商工業の推進

３－③商工業振興：担い手の確保と創業支援体制の充実

３－③商工業振興：その他【商工業振興】

３－④観光振興：観光事業をけん引する組織の形成

３－④観光振興：多様な地域資源の活用

３－④観光振興：戦略的なプロモーションの推進

３－④観光振興：外国人観光客の誘致促進

３－④観光振興：何度も訪れたくなる魅力的な観光地づくり

その他農業振興経費 農産課 452 229

農業災害対策資金利子補給経費 農産課 615 1,014 10601031436

その他労働諸費関係経費 観光商工課 196 5 10501010734

地球の丸く見える丘展望館及びポート
タワー管理経費

観光商工課 7,202 14,827 10701040134

外国人観光客誘致促進経費 観光商工課 440 440

10601030636

その他農業総務関係経費 農産課 945 806 10601020736

東総用水土地改良区関係経費 農産課 12,407 11,476 10601020636

10701043834 ８－④広域関連

観光宣伝経費 観光商工課 1,040 828 10701040434

スポーツツーリズム推進経費（スポーツによる
まちづくり・地域活性化活動支援事業）

観光商工課 11,992 4,932 10701044634

観光ＤＭＯ構築経費
（地方創生推進交付金事業）

観光商工課 21,481 19,089 10701044234

初日の出関係経費 観光商工課 2,046 2,122 10701040734

海水浴場関係経費 観光商工課 8,630 2,844 10701040234

創業支援事業経費 観光商工課 683 257 10701022134

中小企業相談所助成経費 観光商工課 3,600 3,600 10701020334

事務事業名 担当課室等
令和元年度決算 令和２年度決算

事業費（単位：千円）
個別レポート番号 備考

360 10601031136

2,347 10601032936

有害鳥獣被害対策経費 農産課 360

有害鳥獣（イノシシ）被害対策経費 農産課 1,026

農業人材育成確保支援経費 農産課 600 500 10601032636

アカバネ病予防推進経費 農産課 44 43 10601040736

企業立地等促進経費 観光商工課 3,490 15,066 10701022934

中小企業金融対策経費 観光商工課 208,646 206,283 10701020134

農産物の販路拡大、６次産業化経費 農産課 640 ― ― 令和２年度対象なし



＜区分を構成する主な事務事業一覧＞

区分： ３．働　く 注：予算を必要としない取組は、事務事業一覧には掲載していません。

３－④観光振興：何度も訪れたくなる魅力的な観光地づくり

３－④観光振興：その他【観光振興】

３－⑤エネルギー関連産業振興：再生エネルギーの地産地消の推進

３－⑤エネルギー関連産業振興：洋上風力発電施設の誘致

事務事業名 担当課室等
事業費（単位：千円）

個別レポート番号 備考
令和元年度決算 令和２年度決算

地域エネルギー事業推進経費 洋上風力推進室 11 31 10201085904

地球の丸く見える丘展望館及びポート
タワー改修経費

観光商工課 1,620 28,677 10701041734

その他観光振興経費 観光商工課 2,371 5,842 10701040634

名洗港港湾整備経費 観光商工課 ― 1,654 10804020234 令和２年度新規事業

洋上風力推進経費 洋上風力推進室 29 836 10201085504

犬吠埼霧信号所関係経費 観光商工課 210 211 10701041534

観光協会関係経費 観光商工課 7,094 7,296 10701040334

観光ボランティア関係経費 観光商工課 100 100 10701040534



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

拠点漁港機能強化事業補助金（県）

関連事業 銚子漁港整備経費

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

漁港漁場整備法、地方財政法、千葉県拠点漁港機能強化事業費補助金交付要綱、千葉県補助金等交付規則

補助事業

一般財源（Ｂ）財
源

0 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金 4,700 千円

銚子市漁業協同組合

銚子市漁業協同組合の第3卸売場の高度衛生管理型市場への建て替えに係る補助を行う。（市を経由する県
補助金トンネル事業）

4,700 千円

特定財源（Ｃ） 4,700 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 80 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

4,700 千円

10602020335漁港第３卸売場整備経費

水産課

3-(1)-1 漁港整備の促進 課長　浪川　秀樹

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分○

―

― ―

１　国・県の補助事業（国・県から負担金・補助金・委託金を受けて行う業務分）

 １　法律や政令で実施内容や実施方法が具体的に規定されている業務

100.00%

項

6 2 2

期間限定複数年度 31 5平成 令和

対　　象

4,700 千円

銚子市漁業協同組合の第3卸売場の高度衛生管理型市場への建て替えを行うことにより、漁獲物の付加価値
化を行い、漁業振興による地元産業としての安定した収入を見込む。

一般財源

0.0%

特定財源

100.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10602020335漁港第３卸売場整備経費

水産課

目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

補助金交付対象事業として、令和元年度に基本設計が完了し、令和２年度には、建築・解体設計が完了した。

5か年計画のうち、今後の事業費の増大が見込まれているため。

漁港整備と併せた重要な水産業振興事業として、補助事業完了予定の令和５年度まで補助事業を継続していく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

増大している

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

予算規模を拡大する

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

事業の実施コスト以上に十分な成果を得ている

事業の方向性や手法も適切であり、大きく貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない

0

2

4

6

8

10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

銚子漁港修築（負担金）債（市債）

関連事業 外川漁港整備経費

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

地方財政法、漁港漁場整備法

補助事業

一般財源（Ｂ）財
源

13,909 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金 9,800 千円

漁業者、漁業協同組合

国の定める特定漁港漁場整備計画に基づき、市及び地元漁業者の意見を取り入れながら漁港管理者である
千葉県が行う漁港整備事業について、費用の負担をするもの。

23,709 千円

特定財源（Ｃ） 9,800 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 404 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

23,709 千円

10602030135銚子漁港整備経費

水産課

3-(1)-1 漁港整備の促進 課長　浪川　秀樹

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分○

○

― ―

２　国・県の補助事業に連動して上乗せや対象の拡大をしている業務（上乗せ・横出し単独分）

 １　法律や政令で実施内容や実施方法が具体的に規定されている業務

100.00%

項

6 2 3

単年度繰返

対　　象

23,709 千円

特定漁港漁場整備計画に基づき整備することで、地元水産業の振興を図る。

一般財源

58.7%

特定財源

41.3%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10602030135銚子漁港整備経費

水産課

目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

特定漁港漁場整備計画に基づき千葉県が実施する事業であり、令和２年度は黒生地区ヤード整備や-6.0m泊地浚渫などを行った。大型
船や廻船が入港可能な漁港の機能確保を図っていく。

特定漁港漁場整備事業計画で定められた計画に則り事業を行う。

重要な水産業振興事業として、特定漁港整備計画に基づき、今後も継続していく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

増大している

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

今は受益者負担を求めていないが、今後負担の導入を検討する必要がある

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに十分に見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討したが統合不可

0

2

4

6

8

10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

外川漁港修築（負担金）債（市債）

関連事業 銚子漁港整備経費

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

2,804 千円

地方財政法、漁港漁場整備法

補助事業

一般財源（Ｂ）財
源

1,837 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金 28,500 千円

漁業者、漁業協同組合

国の定める特定漁港漁場整備計画に基づき、市及び地元漁業者の意見を取り入れながら漁港管理者である
千葉県が行う漁港整備事業について、費用の負担をするもの。

33,141 千円

特定財源（Ｃ） 31,304 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 565 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

33,141 千円

繰越事業繰越金

10602030235外川漁港整備経費

水産課

3-(1)-1 漁港整備の促進 課長　浪川　秀樹

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分○

○

― ―

２　国・県の補助事業に連動して上乗せや対象の拡大をしている業務（上乗せ・横出し単独分）

 １　法律や政令で実施内容や実施方法が具体的に規定されている業務

100.00%

項

6 2 3

単年度繰返

対　　象

33,141 千円

特定漁港漁場整備計画に基づき整備することで、地元水産業の振興を図る。

一般財源

5.5%

特定財源

94.5%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10602030235外川漁港整備経費

水産課

目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

特定漁港漁場整備計画に基づき千葉県が実施する事業であり、令和２年度は航路泊地浚渫やB突堤整備を行った。地元船が安全に入港
できるよう漁港の機能確保を図っていく。

特定漁港漁場整備事業計画で定められた計画に則り事業を行う。

重要な水産業振興事業として、特定漁港整備計画に基づき、今後も継続していく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

増大している

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

今は受益者負担を求めていないが、今後負担の導入を検討する必要がある

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに十分に見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討したが統合不可

0
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10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

銚子市漁業近代化資金利子補給条例

補助事業

一般財源（Ｂ）財
源

914 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金

漁業者、市内水産業者

水産業者の経営基盤の安定・事業規模の拡大が必要であり、事業資金をスムーズに調達するための支援を
おこなう。

914 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 16 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

914 千円

10602020435水産業金融対策経費

水産課

3-(1)-2 沿岸漁業・水産加工業の振興 課長　浪川　秀樹

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ２　法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ね
られている業務

100.00%

項

6 2 2

単年度繰返

対　　象

914 千円

市内水産業者の金融機関からの借入金に対し利子補給を行い、金利負担を軽減することにより、経営の安
定化を図り、水産業の振興に寄与する。

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

4

3

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値 7

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

漁業近代化資金借入金利子補給新規借入件数

漁業近代化資金新規借入者数

10602020435水産業金融対策経費

水産課

漁業近代化資金利子補給件数
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 49

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― ―

42
件

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

件
目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

概ね当事業を利用した融資を希望する水産業者への利子補給事業は完了して
いる。

市内水産業者の経営の安定化を図るため、今後とも事業を継続していく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は小さいがある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに十分に見合った成果を得ている

施策体系外である

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討したが統合不可
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必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

漁業災害補償法、水産業協同組合法、銚子市漁業共済掛金補助金交付要綱

補助事業

一般財源（Ｂ）財
源

7,325 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金

漁業共済契約者

国が漁業災害補償制度として、万一の不漁や予期せぬ自然災害の発生に対し、漁業者に対する損失を補て
んし、漁業経営の負担の軽減を行っており、多くの加入者の促進を図ることで、掛金補助が増額され、掛
金負担が軽減される。　漁業共済制度への加入に対する漁業経営の負担軽減のため、漁業共済制度掛金の
支払いに対する支援を行う。

7,325 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 125 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

7,325 千円

10602020535漁業共済掛金助成経費

水産課

3-(1)-2 沿岸漁業・水産加工業の振興 課長　浪川　秀樹

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

○

― ―

２　国・県の補助事業に連動して上乗せや対象の拡大をしている業務（上乗せ・横出し単独分）

 ２　法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ね
られている業務

100.00%

項

6 2 2

単年度繰返

対　　象

7,325 千円

本市の漁業従事者の共済制度加入を促進し、漁業経営の安定化を進める。

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

―

67

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値 9

9

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

％

実績値

―

69

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

8

漁業共済：契約者

年間契約者数の推移

10602020535漁業共済掛金助成経費

水産課

漁業共済掛金補助額
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 7,324,953

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― ―

8,062,155
円

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

件
目標値

漁業共済：掛金補助率

事業の成果は得られているか

貢 献 度

年間掛金に対する補助率の推移

8

実績値

平成30年度から5年間かけて事業費を削減する。

計画どおり補助率を令和元年度から毎年１％削減している。最終目標は令和5年度の補助率5%である。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

予算規模を縮小する

c:事業内容は現状どおりとする

事業費又は人員の削減に取り組んだ

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない

0

2

4

6

8

10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

○

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

66.14%

項

6 2 2

単年度繰返

対　　象

150 千円

11　役務費

銚子漁港へ水揚げされる数量の約８割が廻船で占められている現状に鑑み、廻船の水揚優秀船等への賞状
及び記念品贈呈を行うことにより、市からの謝意を表し、また、廻船の船主訪問を行うことにより更なる
廻船誘致を行う。

10602022135廻船誘致対策経費

水産課

3-(1)-2 沿岸漁業・水産加工業の振興 課長　浪川　秀樹

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分○

事務事業名

07　報償費

27.85%

150 千円

銚子漁港を利用する廻船及び関係者

銚子漁港を利用する廻船に対する、謝意を伝えるための現地訪問、感謝状及び記念品の授与を行う。ま
た、廻船を誘致するための船主訪問を行う。

99 千円

特定財源（Ｃ） 150 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 3 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

9 千円 6.01%

割合

―　 　

150 千円

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

一般財源（Ｂ）財
源

0 千円

10　需用費

総コスト（A+Ｄ）

目

単独事業

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

がんばれ銚子ふるさと応援基金繰入金

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

事業内容

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

42 千円

一般財源

0.0%

特定財源

100.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない

今後その額や対象等を再検討する必要がある

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討していない

関連・類似事業との統合

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

旋網漁船においては、年々大型化が進んでおり、大型船が入港するための漁港整備を加速していく必要がある。

銚子漁港の水揚量並びに水揚額の8割以上は廻船により賄われている。銚子漁
港への廻船誘致活動は重要な役割を担っている。

銚子漁港の水揚量並びに水揚額の8割以上は廻船により賄われている。銚子漁港への廻船誘致活動は重要な役割を担っており、引き続
き事業を継続していく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

ｔ
目標値

隻

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

10602022135廻船誘致対策経費

水産課

廻船の入港数
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 7,892

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

8,000 8,000

8,004

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

240,000

243,252

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

廻船の水揚量

廻船の水揚量

実績値

240,000

235,666

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性
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行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

栽培漁業振興総合対策事業補助金（県）

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

千葉県栽培漁業振興総合対策事業補助金交付要綱

補助事業

一般財源（Ｂ）財
源

200 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金 29 千円

銚子市漁業協同組合及び中利根漁業協同組合

栽培漁業の推進及び普及を図り、沿岸漁業の振興に寄与するための、内水面放流事業に対する補助及び、
海面漁業のマダイ・ヒラメ稚魚放流に係る事業の実施

229 千円

特定財源（Ｃ） 29 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 4 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

229 千円

10602020235栽培漁業推進経費

水産課

3-(1)-5 内水面漁業の振興 課長　浪川　秀樹

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

１　国・県の補助事業（国・県から負担金・補助金・委託金を受けて行う業務分）

 １　法律や政令で実施内容や実施方法が具体的に規定されている業務

100.00%

項

6 2 2

単年度繰返

対　　象

229 千円

栽培漁業の推進及び普及を図り、沿岸漁業の振興に寄与する。また、利根川の資源の維持を図るとともに
生産の増大を期する。

一般財源

87.3%

特定財源

12.7%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

―

実績値 120 120

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

マダイの中間育成・放流数 尾
目標値

114,656

上位施策の実現に向けた貢献度

㎏

―

実績値 158,000

―

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10602020235栽培漁業推進経費

水産課

ヒラメの種苗放流数
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 133,600

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― ―

275,400
尾

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

ふな放流量

公 平 性

効 率 性

目標値 ―

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

生産の増加には至っていないが、水産資源維持を図った。

栽培漁業の推進及び普及を図り、沿岸漁業の振興に寄与する。また、利根川
の資源の維持を図るとともに生産の増大を期するため必要である。

水産資源の維持を図るため、今後も事業を継続する。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

適正な受益者負担を導入している（年度内にコスト計算実施）

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討していない

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討したが統合不可
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必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

2 千円

18　負担金、補助及び交付金

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

2,038 千円 96.13%

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

2,120 千円

10　需用費

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

08　旅費

0.11%

水産課職員、公共施設、関係団体

水産関係事務のうち、個別事業に該当しないものを当事業で予算計上・執行している。

11 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 36 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

69 千円 3.25%

割合

―　 　

2,120 千円

10602010735その他水産業総務経費

水産課

3-(1)-6 その他【水産業振興】 課長　浪川　秀樹

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ５　内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

0.52%

項

6 2 1

単年度繰返

対　　象

2,120 千円

11　役務費

水産行政の円滑な遂行。

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10602010735その他水産業総務経費

水産課

目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

継続的で円滑な水産業振興に寄与した

漁業振興のうえで必要となる経費を算定しているため。

水産行政の円滑な遂行のため、今後も現状を維持する。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者が特定できないため、受益者負担を求めることができない

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討したが統合不可

0
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10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

50 千円

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

1,374 千円

12　委託料

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

10　需用費

3.64%

漁船員、漁業関係者、市民、観光客

漁港区域内に千葉県と市が設置した（県）「中央町広場」「夕陽に映える広場」「第１市場公衆トイレ」
と、（市）「本城海岸通公衆トイレ」「外川漁港内公衆トイレ」の日常的維持管理等を実施し、漁港周辺
の環境整備に努める。

816 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 23 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

508 千円 36.96%

割合

―　 　

1,374 千円

10602020135漁港等環境整備経費

水産課

3-(1)-6 その他【水産業振興】 課長　浪川　秀樹

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

○

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ４　施設の維持管理に係る業務

59.40%

項

6 2 2

単年度繰返

対　　象

1,374 千円

18　負担金、補助及び交付金

水揚日本一を誇り、多くの水産業者が利用するだけでなく観光資源にもなっている銚子漁港・外川漁港の
環境を整備し、水産業の円滑化と生産性の維持、観光客の増加を図ることで、産業の振興に寄与する。

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

―

84,964

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

―

97,807

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

水道使用量からの推定トイレ利用人数

トイレ使用１回あたりの水道使用量から利用者数を推計

10602020135漁港等環境整備経費

水産課

委託清掃時間
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 385

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

425 385

425
時間

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

人
目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

施設の維持管理を今後も継続するため。

漁業関係者のみでなく、市民・観光客も利用する施設を今後も適切に維持管理していく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費又は人員の削減に取り組んだ

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない

0

2
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8

10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

農業経営基盤強化資金利子補給事業費補助金（県）

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

農業経営基盤強化資金実施要綱

補助事業

一般財源（Ｂ）財
源

323 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金 324 千円

認定農業者

認定農業者の経営を資金面で積極的に支援する低利の融資制度（スーパーL資金）を、さらに金利負担の軽
減のため利子補給を行う。

647 千円

特定財源（Ｃ） 324 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 11 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

647 千円

10601030336農業経営基盤強化資金利子補給経費

農産課

3-(2)-1 農業生産の基盤整備 課長　古田　宗明

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分○

―

― ―

２　国・県の補助事業に連動して上乗せや対象の拡大をしている業務（上乗せ・横出し単独分）

 １　法律や政令で実施内容や実施方法が具体的に規定されている業務

100.00%

項

6 1 3

単年度繰返

対　　象

647 千円

効率的かつ安定的な農業経営の育成を図る。

一般財源

49.9%

特定財源

50.1%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

利子補給件数（法人） 件
目標値

6

上位施策の実現に向けた貢献度

―

実績値 6

―

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10601030336農業経営基盤強化資金利子補給経費

農産課

利子補給件数（個人）
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 10

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― ―

11
件

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

農業経営基盤強化促進法に基づき農業経営改善計画の認定を受けた農業者が経営改善のために借り入れた資金に利子補給を行い、経営
改善に寄与した。

平成24年度以降の新規貸付にかかる利子補給について、人・農地プランに地
域の中心経営体として位置付けられた認定農業者に対してのみ全額国庫負担
で行われる。

融資残高に応じて引き続き利子補給を行っていく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

実施が義務付けられており、廃止・休止はできない【法定受託等】

実施が義務付けられており、今後も市が実施する必要がある【法定受託等】市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

今後その額や対象等を再検討する必要がある

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討していない

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

農業近代化資金融通法

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

869 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金

農業者及び農業団体

近代化経営の安定を図るために借り入れた資金に対して利子補給を行う。

869 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 15 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

869 千円

10601030436農業金融対策経費

農産課

3-(2)-1 農業生産の基盤整備 課長　古田　宗明

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分○

―

― ―

２　国・県の補助事業に連動して上乗せや対象の拡大をしている業務（上乗せ・横出し単独分）

 １　法律や政令で実施内容や実施方法が具体的に規定されている業務

100.00%

項

6 1 3

単年度繰返

対　　象

869 千円

農業経営の近代化を推進するために必要な生産施設等の整備拡充を図るため、貸付を行う金融機関に対し
利子補給金を交付する。

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

―

実績値 5 7

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

利子補給件数（うち個人新規分） 件
目標値

28

上位施策の実現に向けた貢献度

件

―

実績値 23

―

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10601030436農業金融対策経費

農産課

利子補給件数（個人）計
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 134

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― ―

89
件

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

利子補給件数（団体）計

公 平 性

効 率 性

目標値 ―

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

農業生産施設の近代化のため、資金を借入れた農業者に利子補給を行い、経営の安定化に寄与した。

借入希望の状況により対応

融資残高に応じて引き続き利子補給を行っていく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は小さいがある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討していない

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性は適切であるが、あまり貢献ができていない

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

園芸用廃プラスチック処理対策推進事業費補助金（県）

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

補助事業

一般財源（Ｂ）財
源

2,671 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金 2,670 千円

銚子市農業用廃プラスチック対策協議会

再生処理工場に搬入された廃プラスチックの適正な処理を行うため再生処理等に要する経費並びに「千葉
プラ加工」再生処理工場に搬入された廃プラスチックの外部委託処理を円滑に推進するため外部委託処理
工場における処理経費を、県・市町村及び全国農業協同組合連合会千葉県本部等が負担する。

5,341 千円

特定財源（Ｃ） 2,670 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 91 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

5,341 千円

10601030536園芸用廃プラスチック処理対策経費

農産課

3-(2)-1 農業生産の基盤整備 課長　古田　宗明

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

１　国・県の補助事業（国・県から負担金・補助金・委託金を受けて行う業務分）

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

100.00%

項

6 1 3

単年度繰返

対　　象

5,341 千円

生産者が廃棄する園芸用廃プラスチックの円滑な回収と適正な処理を推進する。

一般財源

50.0%

特定財源

50.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10601030536園芸用廃プラスチック処理対策経費

農産課

廃プラスチック処理量
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 267.05

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― ―

342
ｔ

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

園芸用廃プラスチックの回収を行うことにより、廃材の適切な処理に寄与している。

事業が廃止もしくは縮小されると、農家の費用負担が増加し、園芸用廃プラ
スチックの不法投棄が誘因されるおそれがあるため。

廃プラスチック処理料金の値上げが進んでいるため、適切な補助率を今後考慮していく必要がある。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

増大している

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者が特定できないため、受益者負担を求めることができない

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討していない

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに十分に見合った成果を得ている

事業の方向性や手法も適切であり、大きく貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない

0

2

4

6

8

10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

「輝け！ちばの園芸」次世代産地整備支援事業費補助金（県）

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

補助事業

一般財源（Ｂ）財
源

0 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金 9,493 千円

認定農業者

省力化機械、農業用施設などの導入費用を補助する。

9,493 千円

特定財源（Ｃ） 9,493 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 162 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

9,493 千円

10601030836｢輝け！ちばの園芸」次世代産地整備支援経費

農産課

3-(2)-1 農業生産の基盤整備 課長　古田　宗明

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分○

―

― ―

１　国・県の補助事業（国・県から負担金・補助金・委託金を受けて行う業務分）

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

100.00%

項

6 1 3

期間限定複数年度 2 5令和 令和

対　　象

9,493 千円

農業用機械等を導入しようとする農業者への補助を行い、生産性の向上を図る。

一般財源

0.0%

特定財源

100.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

園芸生産施設の導入 件
目標値

2

上位施策の実現に向けた貢献度

―

実績値 3

―

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10601030836｢輝け！ちばの園芸」次世代産地整備支援経費

農産課

省力機械等の導入
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 13

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― ―

10
件

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

農地の耕作や農作物の出荷を補助するための農業用機械等の導入を支援することにより、農産物の単位面積あたりの収穫量の増加及び
作業効率の向上に寄与した。

事業実施要望があり、県のヒアリングを経て事業実施計画の承認があった場
合に実施

県の100％補助を受ける事業のため、実施要綱・要領に沿って今までどおり事務を進めていく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

実施が義務付けられている事業【法定受託等】

実施が義務付けられており、廃止・休止はできない【法定受託等】

実施が義務付けられており、今後も市が実施する必要がある【法定受託等】市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

評価対象外

評価対象外

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討していない

関連・類似事業との統合

実施が義務付けられており成果を計ることがなじまない【法定受託等】

事業の方向性や手法も適切であり、大きく貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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貢献度効率性
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基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

1,228 千円

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

経営所得安定対策等推進事業費交付金（県）

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

573 千円

経営所得安定対策等推進事業実施要綱（第３の２）

補助事業

一般財源（Ｂ）財
源

0 千円

13　使用料及び賃借料

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

12　委託料

58.30%

1,533 千円

水田農業者

平成２３年度から本格実施された「農業者戸別所得補償制度」（現在は「経営所得安定対策」に名称変
更）を引き続き実施する。各事業を柱に、食糧自給率・自給力の向上と、農業経営の安定を図る。

462 千円

特定財源（Ｃ） 2,106 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 36 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

416 千円 19.76%

割合

―　 　

2,106 千円

飼料用米等拡大支援事業補助金（県）

10601031636経営所得安定対策等推進経費

農産課

3-(2)-1 農業生産の基盤整備 課長　古田　宗明

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

―

 １　国・県の補助事業（国・県から負担金・補助金・委託金を受けて行う業務分）

 １　法律や政令で実施内容や実施方法が具体的に規定されている業務

21.94%

項

6 1 3

単年度繰返

対　　象

2,106 千円

18　負担金、補助及び交付金

米・麦・大豆等について、需要に応じた生産の促進と水田農業全体としての所得向上を図る。

一般財源

0.0%

特定財源

100.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

―

実績値 18 17

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

収入減少影響緩和交付金申請件数 件
目標値

43

上位施策の実現に向けた貢献度

件

―

実績値 46

―

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10601031636経営所得安定対策等推進経費

農産課

水田農家（田を所有若しくは借用している農家）
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 1,667

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― ―

1,670
件

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

水田活用の直接支払交付金申請件数

公 平 性

効 率 性

目標値 ―

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

水田農家へ当年産米の作付面積、生産数量を配分し、営農計画書に提示して配布する。また、回収した営農計画書により水田のデータ
ベースを更新し、水田の状況を把握する。

水田による耕作を行う農業者の経営所得の安定化を図る必要があるため

食糧自給率及び自給力の向上には、水田による耕作を行う農業者の経営所得の安定化を図る必要がある。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討していない

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法も適切であり、大きく貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

農産産地支援事業補助金（県）

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

補助事業

一般財源（Ｂ）財
源

0 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金 1,500 千円

銚子ゆでピー生産組合

ゆで落花生用の落花生の出荷を支援するため、機械の導入費用を補助する。

1,500 千円

特定財源（Ｃ） 1,500 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 26 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

1,500 千円

10601032836農産産地支援事業経費

農産課

3-(2)-1 農業生産の基盤整備 課長　古田　宗明

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分○

―

―

 １　国・県の補助事業（国・県から負担金・補助金・委託金を受けて行う業務分）

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

100.00%

項

6 1 3

単年度のみ 2 2令和 令和

対　　象

1,500 千円

処理能力の低下に伴い、生産性も低下するため、新たな機械の導入を支援し、生産性の向上を図る。

一般財源

0.0%

特定財源

100.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10601032836農産産地支援事業経費

農産課

農業用機械の導入
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 1

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― ―

―
件

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

落花生脱粒機の導入を支援することにより、農産物の作業効率の向上及び経営の改善等に寄与した。

生産者から事業実施要望があり、事業実施計画の承認があった場合に実施

今後も稲作や特産作物（落花生及びいも類）の産地確立に取り組む集団等に対し、必要な機械設備の導入を支援する。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は小さいがある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者が特定できないため、受益者負担を求めることができない

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討していない

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

強い農業・担い手づくり総合支援交付金（県）

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

補助事業

一般財源（Ｂ）財
源

0 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金 4,101 千円

認定農業者

農業者の経営発展と省力化による負担軽減を図るために必要な農業用機械等の導入費用を補助する。

4,101 千円

特定財源（Ｃ） 4,101 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 70 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

4,101 千円

10601033436強い農業・担い手づくり総合支援事業経費

農産課

3-(2)-1 農業生産の基盤整備 課長　古田　宗明

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分○

―

― ―

 １　国・県の補助事業（国・県から負担金・補助金・委託金を受けて行う業務分）

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

100.00%

項

6 1 3

単年度繰返

対　　象

4,101 千円

農業用機械等の導入により農業者の生産性の向上を図る。

一般財源

0.0%

特定財源

100.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10601033436強い農業・担い手づくり総合支援事業経費

農産課

農業用機械等の導入
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 2

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― ―

―
件

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

トラクターや積載車といった農業用機械の導入を支援することにより、農産物の単位面積あたりの収穫量の増加及び作業効率の向上に
寄与した。

事業実施要望があり、県のヒアリングを経て事業実施計画の承認があった場
合に実施

県の100％補助を受ける事業のため、実施要綱・要領に沿って今までどおり事務を進めていく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

実施が義務付けられている事業【法定受託等】

実施が義務付けられており、廃止・休止はできない【法定受託等】

実施が義務付けられており、今後も市が実施する必要がある【法定受託等】市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

評価対象外

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討していない

関連・類似事業との統合

実施が義務付けられており成果を計ることがなじまない【法定受託等】

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

1,030 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金

当該事業の組合員の負担軽減を図る。

県営かんがい排水事業により造成された揚水機場について、全体的に劣化がみられることから、土地改良
区施設維持管理適正化事業を活用して計画的に事業実施を行う。

1,030 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 18 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

1,030 千円

10601050136土地改良施設整備経費

農産課

3-(2)-1 農業生産の基盤整備 課長　古田　宗明

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ー

 ３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ４　施設の維持管理に係る業務

100.00%

項

6 1 5

単年度のみ

対　　象

1,030 千円

東総用水土地改良施設を維持管理適正化費用の一部を補助することで、施設整備費用の負担軽減を図る。

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10601050136土地改良施設整備経費

農産課

目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

柴崎第1揚水機場（柴崎町）のポンプ・モーター・制水弁及び付属機器の整備補修工事に対する補助（市：1/10）

施設にかかる経費が継続的に必要であるため

東総用水土地改良区の施設整備経費の一部を補助することで、当該事業組合員の負担軽減を進める。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

今後その額や対象等を再検討する必要がある

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

事業の実施コスト以上に十分な成果を得ている

事業の方向性や手法も適切であり、大きく貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

8,294 千円

14　工事請負費

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

12　委託料

道路利用者

広域農道の維持管理

3,278 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 142 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

5,016 千円 60.48%

割合

―　 　

8,294 千円

10601050236広域営農団地農道管理経費

農産課

3-(2)-1 農業生産の基盤整備 課長　古田　宗明

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ４　施設の維持管理に係る業務

39.52%

項

6 1 5

単年度繰返 4平成

対　　象

8,294 千円

流通体系の柱となる基幹農道を計画的に整備し、生産流通の合理化を図り、農産物の効率的な輸送による
輸送費の削減、農産物の痛みの防止等を図る。

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

舗装修繕面積 ㎡
目標値

214

上位施策の実現に向けた貢献度

―

実績値 0

―

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10601050236広域営農団地農道管理経費

農産課

除草・清掃活動面積
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 6,870

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― ―

6,870
㎡

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

令和2年度は主に除草業務、舗装修繕工事、4号橋応急復旧工事を実施（市単独）

農道整備にかかる経費が継続的に必要であるため

本広域農道を予防保全するため、日常的パトロール、5年に1回の目視による橋梁点検を実施し、維持管理に努める。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者が特定できないため、受益者負担を求めることができない

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに十分に見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

【市町村分担金負担割合：銚子市87.65%、旭市7.48％、東庄町4.87%】

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

広域営農団地農道整備（負担金）債（市債）

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

土地改良法

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

1,453 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金 8,600 千円

農業生産者、道路利用者

県が実施する広域農道の整備に対し、費用を負担する。

10,053 千円

特定財源（Ｃ） 8,600 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 172 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

10,053 千円

10601050436広域営農団地農道整備経費（地方創生道整備推進交付金事業）

農産課

3-(2)-1 農業生産の基盤整備 課長　古田　宗明

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分○

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ２　法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ね
られている業務

100.00%

項

6 1 5

期間限定複数年度 4 5平成 令和

対　　象

10,053 千円

流通体系の柱となる基幹農道を計画的に整備し、生産流通の合理化を図り、農産物の効率的な輸送による
輸送費の削減、農産物の痛みの防止等を図る。

一般財源

14.5%
特定財源

85.5%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10601050436広域営農団地農道整備経費（地方創生道整備推進交付金事業）

農産課

目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

該当市等の負担割合等があるため。

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

令和2年度道路工（路体盛土）、橋梁上部工（桁制作）を県営事業で実施。

農道整備にかかる経費は継続的に必要であるため

工事の進捗状況により事業完了年度を令和３年度から令和５年度に延長し、関係団体と連携を図り全線開通を進める。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討していない

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに十分に見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない

0

2

4

6

8

10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

多面的機能支払交付金（県）

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

71 千円

補助事業

一般財源（Ｂ）財
源

360 千円

18　負担金、補助及び交付金

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

10　需用費 1,080 千円

東部地区、小畑地区

農村地域の高齢化、人口減少等により、地域の共同活動によって支えられている農業の多面的機能(国土保
全、水源涵養、景観等形成等）に生じている支障を軽減する。担い手に集中した水路・農道等の管理を地
域で支えることにより、営農の継続支援を行い、担い手の育成、保全活動の勉強会を開催する。

71 千円

特定財源（Ｃ） 1,151 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 26 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

1,440 千円 95.30%

割合

―　 　

1,511 千円

多面的機能支払推進交付金（国）

10601051036多面的機能支払交付金経費

農産課

3-(2)-1 農業生産の基盤整備 課長　古田　宗明

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

１　国・県の補助事業（国・県から負担金・補助金・委託金を受けて行う業務分）

 ４　施設の維持管理に係る業務

4.70%

項

6 1 5

期間限定複数年度 27 5平成 令和

対　　象

1,511 千円

農業の有する多面的機能は、国民に多くの恵沢をもたらすものであり、食糧供給の機能と一体として生ず
る重要な機能である。

一般財源

23.8%
特定財源

76.2%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

小畑環境保全会 円
目標値

653,400

上位施策の実現に向けた貢献度

―

実績値 653,400

―

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10601051036多面的機能支払交付金経費

農産課

東部環境保全会
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 787,000

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― ―

787,000
円

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

地域資源の基礎的な保全活動（水路の草刈・泥上げ・農道の路面維持など）

地域資源を保持に必要であるため。

農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るための地域の共同活動に係る支援を行い、地域資源の適切な保全管理を推進する。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

今後その額や対象等を再検討する必要がある

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討していない

関連・類似事業との統合

事業の実施コスト以上に十分な成果を得ている

事業の方向性や手法も適切であり、大きく貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

43 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金

銚子家畜防疫会

事業対象者(市内酪農農家)にワクチン接種代の一部を助成する。

43 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 1 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

43 千円

10601040736アカバネ病予防推進経費

農産課

3-(2)-2 畜産生産の基盤整備 課長　古田　宗明

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

１　国・県の補助事業（国・県から負担金・補助金・委託金を受けて行う業務分）

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

100.00%

項

6 1 4

単年度繰返

対　　象

43 千円

牛の流産・死産・奇形子牛の発生を未然に防ぐ。

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10601040736アカバネ病予防推進経費

農産課

牛アカバネ病予防接種実施頭数
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 269

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

300 300

280
頭

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

予防接種により、家畜の感染症の減少に寄与した。

牛の流産・死産・奇形子牛の発生を未然に防ぐため。

現在、補助を行っているワクチンは１種類のみであるが、状況次第で他のワクチンの導入についても検討する。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は小さいがある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者が特定できないため、受益者負担を求めることができない

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討していない

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない

0

2

4

6

8

10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

地域再生基金繰入金

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

1 千円

銚子市農業関係事業費等補助金交付要綱

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

0 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金 499 千円

銚子市農業人材育成確保支援協議会

本市の農業を支える人材育成及び確保するための事業を支援する。

500 千円

特定財源（Ｃ） 500 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 9 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

500 千円

民力復興基金繰入金

10601032636農業人材育成確保支援経費

農産課

3-(2)-3 農業後継者の育成・確保 課長　古田　宗明

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分○

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

100.00%

項

6 1 3

単年度繰返

対　　象

500 千円

新規就農者の確保。農業経営に積極的に取り組む青年団体及び女性団体への支援。

一般財源

0.0%

特定財源

100.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

―

実績値 3 2

―

12

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

後継者育成のための交流会 回
目標値

1

上位施策の実現に向けた貢献度

回

―

実績値 1

―

実績値

―

6

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

新規就農者数

10601032636農業人材育成確保支援経費

農産課

経営能力向上のための研修会など
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 4

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― ―

8
回

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

食育活動支援

公 平 性

効 率 性

目標値 ―

事業成果指標項目（指標の説明）

人
目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

将来に繋がる農業経営の支援が必要であるため

今後も農業人材の育成や後継者の確保を図っていく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は小さいがある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者が特定できないため、受益者負担を求めることができない

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討していない

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

鳥獣被害防止特措法

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

360 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

12　委託料

市内在住の農業従事者

有害鳥獣の駆除。

360 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 6 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

360 千円

10601031136有害鳥獣被害対策経費

農産課

3-(2)-4 有害鳥獣被害対策の強化 課長　古田　宗明

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

１　国・県の補助事業（国・県から負担金・補助金・委託金を受けて行う業務分）

 １　法律や政令で実施内容や実施方法が具体的に規定されている業務

100.00%

項

6 1 3

単年度繰返

対　　象

360 千円

有害鳥獣（カラス）による農作物被害の軽減

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

500

375

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

500

500

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

有害鳥獣駆除数

カラス駆除件数

10601031136有害鳥獣被害対策経費

農産課

有害鳥獣駆除実施日数
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 31

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

31 31

31
日

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

羽
目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

有害鳥獣（カラス）被害の軽減に努め、農産物の被害防止を図った。

農産物の被害軽減対策に必要なため

地元猟友会に委託し、銃器による有害鳥獣の駆除・威嚇をすることにより一定の農作物被害の抑止効果が得られることから、引き続き
事業を行っていく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

増大している

実施が義務付けられており、廃止・休止はできない【法定受託等】

実施が義務付けられており、今後も市が実施する必要がある【法定受託等】市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

評価対象外

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

実施が義務付けられており成果を計ることがなじまない【法定受託等】

事業の方向性や手法も適切であり、大きく貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討したが統合不可

0

2

4

6

8

10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

26　公課費 7 千円

790 千円

18　負担金、補助及び交付金

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

野生獣管理事業補助金（県）

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

1,384 千円 58.99%

0.28%

目

鳥獣被害防止特措法

補助事業

一般財源（Ｂ）財
源

1,952 千円

11　役務費

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

10　需用費

33.67%

395 千円

市内農業者等

イノシシ等有害鳥獣による農作物に対する被害が拡大していることから、その被害防止及び駆除に取り組
むもの。

128 千円

特定財源（Ｃ） 395 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 40 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

38 千円 1.61%

割合

―　 　

2,347 千円

10601032936有害鳥獣（イノシシ）被害対策経費

農産課

3-(2)-4 有害鳥獣被害対策の強化 課長　古田　宗明

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

２　国・県の補助事業に連動して上乗せや対象の拡大をしている業務（上乗せ・横出し単独分）

 ２　法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ね
られている業務

5.44%

項

6 1 3

単年度繰返

対　　象

2,347 千円

12　委託料

防護柵、箱わな等を設置し、有害鳥獣からの被害防止及び駆除

一般財源

83.2%

特定財源

16.8%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

―

70

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

有害獣駆除活動日数 日
目標値

50

上位施策の実現に向けた貢献度

50

実績値 50

50

実績値

―

1

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

有害獣駆除件数

イノシシ駆除件数

10601032936有害鳥獣（イノシシ）被害対策経費

農産課

有害獣防護柵設置事業補助申請件数
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 34

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― ―

19
件

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

頭
目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

防護柵設置事業補助申請件数が増加しているため。

今後も有害鳥獣被害は発生する可能性があるため、引き続き補助を行っていく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

増大している

実施が義務付けられており、廃止・休止はできない【法定受託等】

実施が義務付けられており、今後も市が実施する必要がある【法定受託等】市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

評価対象外

予算規模を拡大する

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

実施が義務付けられており成果を計ることがなじまない【法定受託等】

事業の方向性や手法も適切であり、大きく貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討したが統合不可
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必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

11,476 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金

東総用水土地改良区受益者

国営（水資源機構）東総用水事業で建設した取水施設の維持管理費のうち、当初計画面積（2,804ha）から
実施完了面積（1,262.3ha）を引いた未実施面積（1,541.7ha）分につき、各市町ごとの未実施面積割合
（均等割部分を含む）で助成する。

11,476 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 196 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

11,476 千円

10601020636東総用水土地改良区関係経費

農産課

3-(2)-5 その他【農業振興】 課長　古田　宗明

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ５　内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

100.00%

項

6 1 2

単年度繰返

対　　象

11,476 千円

東総用水土地改良区の維持管理費の一部を助成し維持管理面での負担軽減を図る。

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10601020636東総用水土地改良区関係経費

農産課

受益拡大に向けた勉強会
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 1

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

4

1
回

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

維持管理面での負担軽減

施設にかかる経費は継続的に必要であるため

今後も維持管理費の一部を助成し、維持管理面での受益者負担を軽減する。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者が特定できないため、受益者負担を求めることができない

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討していない

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

129 千円

13　使用料及び賃借料

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

494 千円 61.27%

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

806 千円

11　役務費

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

10　需用費

16.05%

公有財産、公用車等

被服等貸与、豊岡農村婦人の家、公用車等に係る関係経費

143 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 14 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

40 千円 4.92%

割合

―　 　

806 千円

10601020736その他農業総務関係経費

農産課

3-(2)-5 その他【農業振興】 課長　古田　宗明

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ５　内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

17.76%

項

6 1 2

単年度繰返

対　　象

806 千円

12　委託料

一般管理経費

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10601020736その他農業総務関係経費

農産課

目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

・やすらぎの家は森戸町、親田町の町内会とそれぞれ協定を結び、共同で管理・運営している。・農村婦人の家は閉鎖しており、機械
警備等最低限の経費で管理している。・台風や大雨による現地確認や補助事業の検査確認、苦情に対する確認など突発的な案件が多
く、課の公用車は高い頻度で利用している。

業務の実態と予算規模に差がなく、これ以上の予算削減は困難なため。

現在の事務を継続して行っていく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は小さいがある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者が特定できないため、受益者負担を求めることができない

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費等の削減について検討し、方向性を決定した

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

証明等手数料

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

192 千円

18　負担金、補助及び交付金

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

10　需用費 37 千円

農業者及び農業団体

農業振興のための事務費等

37 千円

特定財源（Ｃ） 37 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 4 円

受益者負担率 16.16%

支出項目

192 千円 83.82%

割合

―　 　

229 千円

10601030636その他農業振興経費

農産課

3-(2)-5 その他【農業振興】 課長　古田　宗明

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ５　内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

16.18%

項

6 1 3

単年度繰返

対　　象

229 千円

農業振興

一般財源

83.8%

特定財源

16.2%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10601030636その他農業振興経費

農産課

目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

各協会や協議会へ負担金を支出することで、様ーな農業に関する補助や技術指導等を受けた。■千葉県米改良協会：米の生産・品質向
上とその流通の円滑化に関する事業を行い、米の需要に応じた安定供給を図る　■東総地区植物防疫協会：国と市町村をつなぐ中間組
織として農作物への病害虫に対する技術指導などを行う　■海匝地域農林業振興協議会：地域農林業の振興をはかることを目的とし、
農振農用地の適用除外、区域変更等の審査などを行う　■千葉県園芸協会：園芸協会内の組織（農地中間管理機構）を通した農地の貸
し借りの斡旋、各種補助事業等を行う

銚子市の農業振興には、各組織との協力が必要なため。

現在の事務を継続して行っていく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

実施が義務付けられている事業【法定受託等】

実施が義務付けられており、廃止・休止はできない【法定受託等】

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者が特定できないため、受益者負担を求めることができない

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討していない

関連・類似事業との統合

事業の実施コスト以上に十分な成果を得ている

事業の方向性や手法も適切であり、大きく貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

農業災害対策利子補給費補助金（県）

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

千葉県農業災害対策利子補給費補助金交付要綱

補助事業

一般財源（Ｂ）財
源

335 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金 679 千円

災害により被害を受けた農業者

災害により被害を受けた農業者に対する農業対策資金について、利子補給を行う。

1,014 千円

特定財源（Ｃ） 679 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 17 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

1,014 千円

10601031436農業災害対策資金利子補給経費

農産課

3-(2)-5 その他【農業振興】 課長　古田　宗明

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

２　国・県の補助事業に連動して上乗せや対象の拡大をしている業務（上乗せ・横出し単独分）

 １　法律や政令で実施内容や実施方法が具体的に規定されている業務

100.00%

項

6 1 3

単年度繰返

対　　象

1,014 千円

災害により被害を受けた農業者に対する農業経営等に必要な資金の融資を円滑にするため利子補給の交付
をする。

一般財源

33.0%特定財源

67.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

利子補給件数（施設復旧資金） 件
目標値

10

上位施策の実現に向けた貢献度

―

実績値 8

―

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10601031436農業災害対策資金利子補給経費

農産課

利子補給件数（経営安定資金）
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 69

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― ―

64
件

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

農業被害を受けた方に利子補給を行うことで地場産業の安定及び復旧に寄与した。

融資希望者の申請状況により対応

融資残高に応じて引き続き利子補給を行っていく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討していない

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

施策体系外である

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

145 千円 中小企業損失補てん金収入

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

中小企業金融対策資金預託金元金収入

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

4 千円

14 千円

銚子市中小企業育成資金利子補給条例、銚子市中小企業資金融資条例

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

6,265 千円

20　貸付金

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金

0.07%

200,000 千円

市内の中小企業等

市内の中小企業等が金融機関から事業に必要な資金を借入れした際に利子補給を行い、金利負担を軽減す
ることにより、経営の安定と産業の振興を図り、併せて雇用の安定に寄与する。

6,138 千円

特定財源（Ｃ） 200,018 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 3,519 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

200,000 千円 96.95%

割合

―　 　

206,283 千円

中小企業金融対策資金預託金利子収入

10701020134中小企業金融対策経費

観光商工課

3-(3)-2 活力と賑わいのある商工業の推進 課長　石井　倫宏

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

2.98%

項

7 1 2

単年度繰返 36昭和

対　　象

206,283 千円

21　補償、補填及び賠償金

市内の中小企業等の経営安定化

一般財源

3.0%

特定財源

97.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

中小企業資金融資利子補給金 件
目標値

140

上位施策の実現に向けた貢献度

200

実績値 192

200

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10701020134中小企業金融対策経費

観光商工課

中小企業金融対策資金預託金
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 20,000,000

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― ー

20,000,000
円

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

市内中小企業の経営安定化のため、制度融資による資金調達支援と利子補給を行っている。

景気動向によって融資の申請件数に変動はあるものの、市内の中小企業等の
経営安定化を図る上で、現状の予算が必要なため。

令和２年度においては、新型コロナ関連の実質無利子の県制度融資へと借り換える事例もあり、市の制度融資を継続する件数は減少し
ているが、本制度は市内事業者や金融機関に既に知られた制度融資であるため、経営安定化のための資金調達支援として今後も事業は
継続していく必要がある。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費又は人員の削減に取り組んだ

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討したが統合不可
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必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

3,600 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金

銚子商工会議所

市内事業者等へ各種経営改善、個別指導・支援を行っている商工会議所の事業を補助することで、経営基
盤強化、商店街組織の組織力強化、事業の実施による持続可能な地域経済の循環を創造する。

3,600 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 61 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

3,600 千円

10701020334中小企業相談所助成経費

観光商工課

3-(3)-2 活力と賑わいのある商工業の推進 課長　石井　倫宏

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

○

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

100.00%

項

7 1 2

単年度繰返

対　　象

3,600 千円

市内事業者の経営基盤強化、商店街組織の組織力強化、事業の実施による持続可能な地域経済の循環を創
造する。

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10701020334中小企業相談所助成経費

観光商工課

中小企業相談所事業費補助金
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 3,600,000

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― ー

3,600,000
円

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

市内事業者の経営基盤強化、商店街組織の組織力強化、事業の実施による持続可能な地域経済の循環創造。

市内事業者等の支援を円滑に行うには、現状の予算が必要なため。

令和２年度においては、新型コロナ関連の経営相談件数が大幅に増加し、あらためて市内事業者の経営基盤安定化のための中小企業相
談所の重要性を確認した。今後も現行の体制を維持していくため、市の支援を継続する必要がある。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費又は人員の削減に取り組んだ

関連・類似事業との統合

事業の実施コスト以上に十分な成果を得ている

事業の方向性や手法も適切であり、大きく貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討したが統合不可

0

2

4

6

8

10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

がんばれ銚子ふるさと応援基金繰入金

関連事業 創業支援事業経費、企業・起業家誘致推進経費

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

銚子市企業立地等促進事業補助金交付要綱

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

0 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金 15,066 千円

新たに市内に対象施設（製造施設、流通加工、植物工場、陸上養殖、情報サービス、観光、宿泊施設）を
立地しようとする企業等（法人・個人）や、市内に事業所を有している企業で事業拡大のために再投資を
する企業等。

市内において新たに事業を行うもの及び既存の工場等の再投資を行うものに対し、補助金を交付する。

15,066 千円

特定財源（Ｃ） 15,066 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 257 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

15,066 千円

10701022934企業立地等促進経費

観光商工課

3-(3)-2 活力と賑わいのある商工業の推進 課長　石井　倫宏

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分○

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

100.00%

項

7 1 2

単年度繰返 29平成

対　　象

15,066 千円

対象となる企業等の新規立地や再投資を促進し、新たな雇用の創出や既存の雇用の維持を図る。

一般財源

0.0%

特定財源

100.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

10

0

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

再投資補助金交付件数 件
目標値

2

上位施策の実現に向けた貢献度

1

実績値 1

1

実績値

10

10

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

新規立地による雇用の創出

新規立地した企業が新たに雇用した従業員数

10701022934企業立地等促進経費

観光商工課

新規立地補助金交付件数
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 1

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

1 1

1
件

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

人
目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

制度に関する問い合わせも出てきており、事業者の認知が広まっている。企業立地の促進及び雇用の確保に繋がり、本市の経済活性化
に寄与している。

企業等の新規立地や再投資を促進し、新たな雇用の創出や既存の雇用の維持
を図るためには、現状の予算が必要だが、対象企業の申請状況によっては予
算規模の変動がある。

新規立地のインセンティブとして、また、再投資補助は市内既存企業の支援として、今後も継続していく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者が特定できないため、受益者負担を求めることができない

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費又は人員の削減に取り組んだ

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない

0

2

4

6

8

10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

がんばれ銚子ふるさと応援基金繰入金

関連事業 企業・起業家誘致推進経費（地方創生推進交付金事業）

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

産業競争力強化法、銚子市地域産業振興条例

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

0 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金 257 千円

市内で新たな事業を検討している方、創業間もない方、事業承継・第二創業を検討している方など

商工会議所、金融機関、大学及び各種支援団体と連携して、市内で起業・創業・第二創業等を行おうとす
る方ーを対象として、創業スクールや各種セミナーを開催するほか、個別相談・支援を行う。市内に新た
な事業を起こす機運を醸成することで、民間投資を喚起し、地域経済を活性化することを図る。

257 千円

特定財源（Ｃ） 257 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 4 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

257 千円

10701022134創業支援事業経費

観光商工課

3-(3)-3 担い手の確保と創業支援体制の充実 課長　石井　倫宏

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分○

○

○ 創業支援事業計画

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ２　法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ね
られている業務

100.00%

項

7 1 2

単年度繰返 26平成

対　　象

257 千円

起業・創業・事業承継を円滑に支援する。

一般財源

0.0%

特定財源

100.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

30

32

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

―

22

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

創業スクール受講者数

創業スクールを受講した人数

10701022134創業支援事業経費

観光商工課

創業スクール及び各種セミナー
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 1

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

3 3

3
回

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

人
目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

新型コロナ感染症対策のため、令和２年度の創業スクールはオンライン・オフライン併用という新たな形式で開催し、例年以上の参加
者の申し込みがあった。また、創業支援として実施していた空き店舗活用補助金の継続分が令和２年度末で終了した。

空き店舗補助金については廃止

空き店舗活用事業に係る補助金の交付が、今年度で終了となるため。

新型コロナの影響をきっかけとした業態転換や新規事業の立ち上げを検討する事業者や起業家からのニーズも見込まれ、創業スクール
は継続して開催していく必要がある。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

予算規模を縮小する

c:事業内容は現状どおりとする

事業費又は人員の削減に取り組んだ

関連・類似事業との統合

事業の実施コスト以上に十分な成果を得ている

事業の方向性や手法も適切であり、大きく貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討したが統合不可

0

2

4

6

8

10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

5 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金

勤労者及びその家族と労働団体

勤労者の福祉推進に関する協議と、文化・教養の向上、余暇活用の促進のための各種事業の実施の母体と
して設置された銚子市勤労者福祉推進協議会の事業を補助し、 勤労者及びその家族を含む相互の親睦と労
働団体の交流、労働に関する知識の向上と福祉の推進を図る。

5 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 0 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

5 千円

10501010734その他労働諸費関係経費

観光商工課

3-(3)-4 その他【商工業振興】 課長　石井　倫宏

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

100.00%

項

5 1 1

単年度繰返 51昭和

対　　象

5 千円

勤労者及びその家族を含む相互の親睦と労働団体の交流、労働に関する知識の向上と福祉の推進。

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

1

実績値 1 1

40

0

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

豊かでゆとりある勤労者生活の実現を図る、総合的かつ効果的対策を図るための意見交換の機会 38

目標値 ―

6

今後の予算規模の方向性

有 効 性

勤労者ソフトボール大会 回
目標値

0

労政懇談会参加者数

上位施策の実現に向けた貢献度

回

1

実績値 1

1

団体

実績値 38

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

0

勤労者家族慰安バスハイク参加者数

勤労者及びその家族を含む相互の親睦を深める機会

10501010734その他労働諸費関係経費

観光商工課

勤労者家族慰安バスハイク
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 0

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

1 1

1
回

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

労政懇談会

公 平 性

効 率 性

目標値

8

事業成果指標項目（指標の説明）

人
目標値

勤労者ソフトボール大会参加者数

事業の成果は得られているか

貢 献 度

労働団体間の交流の機会

6

実績値

― 40

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、勤労者家族慰安バスハイク及びソフトボール大会は中止した。また、労政懇談会は書面で
開催（労政懇談会の実績は、書面による質問数を計上）。

勤労者の福祉の推進を図る上で、現状の予算が必要なため。

アフターコロナを見据え、勤労者及びその家族を含む相互の親睦と労働団体の交流促進のための事業を展開していく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は小さいがある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

人
目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減に取り組んだ

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない

0

2

4

6

8

10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

観光振興費寄附金

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

9,544 千円

補助事業

一般財源（Ｂ）財
源

0 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金 9,545 千円

観光客

観光客のニーズ調査や講習会、ワークショップの開催などにより、関係者を巻き込んだ観光DMOの構築に取
り組む。また、着地型旅行商品の開発・販売や銚子ブランドの商品開発、ネット販売システムの構築を進
めるとともに、市内二次交通機関の運行経路見直しやレンタサイクルの整備などにより、日帰り観光から
宿泊滞在型の観光を推進する。

19,089 千円

特定財源（Ｃ） 19,089 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 326 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

19,089 千円

地方創生推進交付金（国）

10701044234観光ＤＭＯ構築経費（地方創生推進交付金事業）

観光商工課

3-(4)-1 観光事業をけん引する組織の形成 課長　石井　倫宏

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分○

―

― ―

１　国・県の補助事業（国・県から負担金・補助金・委託金を受けて行う業務分）

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

100.00%

項

7 1 4

期間限定複数年度 29 3平成 令和

対　　象

19,089 千円

銚子版DMOの構築により、地域一体となった戦略に基づく一元的な情報発信・プロモーションを推進し、観
光業を活性化する。

一般財源

0.0%

特定財源

100.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

4

実績値 4 0

2,804

1,949

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

旅行商品開発数 個
目標値

1

上位施策の実現に向けた貢献度

回

4

実績値 4

4

実績値

2,804

2,554

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

観光入込客数（暦年）

地域観光商社としてのＤＭＯの役割がどれだけ地域観光業を活性化できたかを測る。

10701044234観光ＤＭＯ構築経費（地方創生推進交付金事業）

観光商工課

商品開発数
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 1

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

4 4

4
個

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

事業を拡大

イベント開催数

公 平 性

効 率 性

目標値 4

事業成果指標項目（指標の説明）

千人
目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

新型コロナウイルス感染症拡大の影響によるイベントの自粛要請や渡航禁止など、活動実施指標項目に対する事業計画に大きな打撃を
受け、外国人観光客から国内の観光客へターゲットを変更したこともあり、各項目とも目標には遠く及ばないものであった。

平成29年度から実施してきた事業を今後も推進していく中で、事業費の削減
に努めてきたが、必要最低限の経費は維持するものと考えているため。

令和２年度は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、当初事業計画に策定していたインバウンド事業において、モニターツ
アーの開催、観光施設、宿泊施設のキャッシュレス化の推進、及び首都圏及び海外への観光プロモーションなど海外からの観光客を呼
び込むことが困難な状況が続いたことから、事業の縮小など事業計画の変更を余儀なくされ、国内旅行にシフトしたものとなった。今
後においては、緊急事態宣言やまん延防止措置が長期化する中において、国内旅行においても新しい生活様式が求められており、積極
的な観光客誘致のＰＲを打ち出すことができなくなっていることから、ウィズコロナ、アフターコロナを見据えた事業展開が必要と
なってくる。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

増大している

廃止・休止による影響は大きくある

市民生活に寄与するが、担い手として、国・県・民間等での実施も可能市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者負担を導入しているが適正なコスト計算を行っていない

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費又は人員の削減に取り組んだ

関連・類似事業との統合

成果が概ね出ているが、更なる努力は必要である

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

事業費及び人件費の削減を図るため、関連・類似事業と統合した

0
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10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

14　工事請負費 1,495 千円

1,260 千円

13　使用料及び賃借料

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

51 千円 1.78%

52.57%

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

2,844 千円

11　役務費

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

10　需用費

44.31%

海水浴客

夏期の銚子観光の中心となる海水浴場の開設に係る施設の整備及び管理。

26 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 49 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

12 千円 0.43%

割合

―　 　

2,844 千円

10701040234海水浴場関係経費

観光商工課

3-(4)-2 多様な地域資源の活用 課長　石井　倫宏

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

0.91%

項

7 1 4

単年度繰返

対　　象

2,844 千円

12　委託料

夏期観光の目玉である海水浴場で、安心・安全に楽しんでもらうため、遊泳禁止等の看板及び危険等を知
らせる放送設備等を設置する。また、ライフセーバーを配置することにより、水難事故等を未然に防ぎ、
有事に備えている。更に、利用者の利便性を図るため、仮設トイレ、シャワー等を借上げ、設置してい
る。

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

320

実績値 443 0

水難事故0件

水難事故0件

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

海水浴場の開設箇所 箇所
目標値

0

上位施策の実現に向けた貢献度

人

3

実績値 3

3

実績値

水難事故0件

水難事故0件

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

３海水浴場における水難事故発生件数

安全で快適な海水浴場を開設することにより、海水浴客の増加を目指す。

10701040234海水浴場関係経費

観光商工課

海水浴場の開設（監視業務）日数
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 0

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

30 30

30
日

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

監視人数

公 平 性

効 率 性

目標値 ―

事業成果指標項目（指標の説明）

件
目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

令和２年度は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により市内全海水浴場を不開設の措置を取ったため、活動実績指標及び事業成果
指標の各項目において実績値等による比較検討ができない状況となった。

海水浴場の開設における必要最低限の予算規模であるため。

令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、市内全海水浴場を不開設の措置を取った。しかしながら、不開設の措置を
取ったとしても海岸を訪れる方はいることから、その海岸利用者に対する安全対策を図るため、各海水浴場を巡回による警備員の配
置、海岸利用者に対する注意喚起看板の設置、海岸環境衛生保持のための仮設トイレ及び水栓の設置等の対策を取ったが、今後はウィ
ズコロナを踏まえた海水浴場の運営方針を新たに作成していく必要がある。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

今後その額や対象等を再検討する必要がある

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない

0
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10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

18　負担金、補助及び交付金 16 千円

739 千円

13　使用料及び賃借料

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

広報等広告料収入

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

991 千円 46.72%

0.74%

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

1,921 千円

11　役務費

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

10　需用費

34.82%

201 千円

初日の出客

日本一早い初日の出を見に多くの観光客が訪れ、その観光客の利便性の向上を図るため、臨時駐車場及び
仮設トイレ等を設置するとともに、安全性を確保するため、警備員を配置する。

347 千円

特定財源（Ｃ） 201 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 36 円

受益者負担率 9.47%

支出項目

29 千円 1.37%

割合

―　 　

2,122 千円

10701040734初日の出関係経費

観光商工課

3-(4)-2 多様な地域資源の活用 課長　石井　倫宏

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分○

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

16.34%

項

7 1 4

単年度繰返

対　　象

2,122 千円

12　委託料

訪れた初日の出客が、事故等無く安全に過ごせるよう、交通規制を行い、交通規制マップの作成、案内看
板を設置し周知する。また、初日の出を拝むために、深夜から大勢の初日の出客が訪れるため、駐車場へ
投光機やトイレを配備して利便性を図る。

一般財源

90.5%

特定財源

9.5%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

7

実績値 7 6.5

50,000

57,000

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値 ―

―

今後の予算規模の方向性

有 効 性

初日の出人員配置数 人
目標値

117

上位施策の実現に向けた貢献度

時間

―

実績値 122

―

件

実績値

50,000

58,000

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

0

初日の出入込客数

元旦の犬吠埼周辺における入込客数

10701040734初日の出関係経費

観光商工課

初日の出交通規制マップの作成
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 15,000

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― ―

15,000
部

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

交通規制時間

公 平 性

効 率 性

目標値 7

事業成果指標項目（指標の説明）

人
目標値

犬吠埼周辺での事故件数

事業の成果は得られているか

貢 献 度

訪れた初日の出客が、事故等無く安全に過ごせたかどうか。

―

実績値

新型コロナによる外出抑制の雰囲気の中にあっても、初日の出入込客数は昨年とさほど変わらなかった。屋外で、年一回の自然現象の
観察ということもあり、コロナの影響によらず毎年犬吠埼周辺は激しい交通渋滞が予想されるため、交通規制による初日の出客や地元
住民の安全な通行の確保は必要と考えられる。

年一回の自然現象の観察ということもあり、コロナの影響によらず毎年犬吠
埼周辺は激しい交通渋滞が予想されるため、交通規制による初日の出客や地
元住民の安全な通行の確保は必要であり、規制に伴う予算は現状以上は必要
と考えられる。

交通規制は、市の業務委託による警備員のほか、銚子警察署及び銚子交通安全協会、銚子市観光協会の方々の協力を得ており、市から
は観光商工課職員が従事しているが、年々市職員や交通安全協会の人員が減少してきており、業務委託する警備員数を増加する必要が
ある。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

今は受益者負担を求めていないが、今後負担の導入を検討する必要がある

予算規模を拡大する

c:事業内容は現状どおりとする

事業費又は人員の削減に取り組んだ

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない

0

2

4

6

8

10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

地方スポーツ振興費補助金（国）

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

補助事業

一般財源（Ｂ）財
源

0 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金 4,932 千円

ＮＰＯ法人銚子スポーツコミュニティー

スポーツツーリズムを推進するNPO法人と連携し、スポーツイベント等の企画・運営を支援する。

4,932 千円

特定財源（Ｃ） 4,932 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 84 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

4,932 千円

10701044634スポーツツーリズム推進経費（スポーツによるまちづくり・地域活性化活動支援事業）

観光商工課

3-(4)-2 多様な地域資源の活用 課長　石井　倫宏

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分○

○

― ―

１　国・県の補助事業（国・県から負担金・補助金・委託金を受けて行う業務分）

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

100.00%

項

7 1 4

単年度のみ 2 2令和 令和

対　　象

4,932 千円

スポーツを切り口に集客の高いイベントを誘致・開催することで新たな交流人口の増加を図るとともに、
これらを通じて、市内宿泊や市内回遊など地域の活性化に繋げていく。

一般財源

0.0%

特定財源

100.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

8,160

1,090

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

銚子スポーツタウンで開催したスポーツイベント参加者数を測り、イベントの改善等に向けた検証材料とする。―

目標値 2,804

2,554

今後の予算規模の方向性

有 効 性

各種スポーツ団体・個人とのイベント提携数 件
目標値

6

スポーツイベント参加者数

上位施策の実現に向けた貢献度

6

実績値 ―

―

千人

実績値

10,500

7,243

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

1,949

宿泊者数（銚子スポーツタウン）

スポーツ合宿誘致、広告等実施し、銚子スポーツタウンの宿泊者数の実績値を測る。

10701044634スポーツツーリズム推進経費（スポーツによるまちづくり・地域活性化活動支援事業）

観光商工課

スポーツイベント開催数
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 9

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― 13

―
回

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

206

事業成果指標項目（指標の説明）

人
目標値

観光入込客数

事業の成果は得られているか

貢 献 度

スポーツツーリズムの推進により銚子市全体の観光入込客数への反映度を測る。

2,804

実績値

― 1,930

銚子半島の景観や銚子の食を活かしたサイクルイベントや、プロチームやアスリートと連携してバスケットボールやサッカーといった
各スポーツ教室や大会の実施を予定していたが、新型コロナウイルスの影響でイベントの中止や規模の大幅な縮小による開催となった
ため、目標値を下回る実績となった。

NPO法人銚子スポーツコミュニティーはスポーツによるまちづくり、地域活性
化を推進する組織であり、継続して支援する必要がある。

令和3年度は本市の豊富な観光資源とキャンプやサイクリング、シーカヤックといったコロナ禍においても楽しめるレジャーを組み合
わせたアクティビティモデルを開発し、観光客の長期滞在による市内消費喚起、地元住民のスポーツ振興につなげていく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

増大している

廃止・休止による影響は大きくある

市民生活に寄与するが、担い手として、国・県・民間等での実施も可能市が実施すべき事業か

人
目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

評価対象外

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

評価対象外

関連・類似事業との統合

成果が概ね出ているが、更なる努力は必要である

事業の方向性は適切であるが、あまり貢献ができていない

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

評価対象外

0

2

4

6

8

10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

広報等広告料収入

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

591 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

10　需用費 237 千円

観光客

積極的な観光宣伝や観光PRを図るため、観光パンフレットや観光マップ等の観光宣伝ツールを作成する。

828 千円

特定財源（Ｃ） 237 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 14 円

受益者負担率 28.62%

支出項目 割合

―　 　

828 千円

10701040434観光宣伝経費

観光商工課

3-(4)-3 戦略的なプロモーションの推進 課長　石井　倫宏

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

100.00%

項

7 1 4

単年度繰返

対　　象

828 千円

地域の魅力に磨きをかけ、域外にその魅力を発信し、観光・交流を広げ、観光振興を図る。

一般財源

71.4%

特定財源

28.6%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

―

実績値 2 0

2,804

1,949

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

観光マップ「銚子散歩」作成数 部
目標値

3,000

上位施策の実現に向けた貢献度

部

3,000

実績値 ―

―

実績値

2,804

2,554

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

観光入込客数（暦年）

銚子市を訪れた観光客の数（暦年で算出）

10701040434観光宣伝経費

観光商工課

観光パンフレット「銚子見聞録」作成数
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 10,000

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

20,000 20,000

20,000
部

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

郷土芸能の提供回数

公 平 性

効 率 性

目標値 ―

事業成果指標項目（指標の説明）

千人
目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

新型コロナウイルスの影響で例年のようにイベントが開催できない状況から、PR活動や郷土芸能の提供が従来通り行えず、十分なＰＲ
活動の成果を得ることはできなかった。

銚子の魅力を発信し、観光客を誘致するためには、観光パンフレット及び観
光マップの作成は必要不可欠であるため。

新型コロナウイルスの影響で観光客が以前のように戻らない状況が続いているため、アフターコロナを見据えて積極的に銚子の魅力を
発信していく必要がある。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者が特定できないため、受益者負担を求めることができない

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費又は人員の削減に取り組んだ

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討したが統合不可
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必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

がんばれ銚子ふるさと応援基金繰入金

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

0 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

10　需用費 440 千円

外国人観光客

市内を訪れた外国人観光客が使用可能な観光パンフレット（多言語対応）等を作成し、市内の回遊を促
す。

440 千円

特定財源（Ｃ） 440 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 8 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

440 千円

10701043834外国人観光客誘致促進経費

観光商工課

3-(4)-4 外国人観光客の誘致促進 課長　石井　倫宏

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分○

○

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

100.00%

項

7 1 4

単年度繰返 27平成

対　　象

440 千円

外国人観光客の誘致を促進し、本市への観光入込客数の増を図る。

一般財源

0.0%

特定財源

100.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

4,000

597

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

外国語パンフレットの作成数（繁体字、簡体字） 部
目標値

800

上位施策の実現に向けた貢献度

2,000

実績値 2,000

2,000

実績値

3,500

3,446

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

外国人宿泊客数(暦年)

銚子市を訪れた外国人の宿泊数（暦年で算出）

10701043834外国人観光客誘致促進経費

観光商工課

外国語パンフレットの作成数（英語）
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 400

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

2,000 2,000

2,000
部

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

人
目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

新型コロナの影響により、外国人の宿泊数が激減したことから、パンフレットを予定より少ない冊数で製本した。

毎年、一定数の外国人観光客が銚子を訪れており、外国語対応の観光パンフ
レットが必要であるため。

新型コロナの影響が大きく、訪日外国人数の回復（渡航制限の回復）について見通しが不透明であるため、パンフレットの増刷は状況
を見ながら進める。ウィズコロナ、アフターコロナを見据えて外国人観光客に対応した観光施設の整備やプロモーション活動の強化と
いった面からも誘客を促進することについて検討する。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は小さいがある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

今は受益者負担を求めていないが、今後負担の導入を検討する必要がある

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費等の削減について検討し、方向性を決定した

関連・類似事業との統合

成果が概ね出ているが、更なる努力は必要である

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金【単独分】（国）

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

銚子市地球の丸く見える丘展望館の設置及び管理に関する条例、銚子ポートタワーの設置及び管理に関する条例

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

4,961 千円

12　委託料

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

11　役務費 9,866 千円

観光客

本市の観光振興のため、展望館及び銚子ポートタワーの施設の点検及び修繕、設備の修理及び入替等施設
の維持管理に関する事業、建物総合損害共済分担金の負担などとともに、指定管理によりサービスの増進
及び管理運営の効率化を図る。

165 千円

特定財源（Ｃ） 9,866 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 253 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

14,662 千円 98.89%

割合

―　 　

14,827 千円

10701040134地球の丸く見える丘展望館及びポートタワー管理経費

観光商工課

3-(4)-5 何度も訪れたくなる魅力的な観光地づくり 課長　石井　倫宏

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分○

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ４　施設の維持管理に係る業務

1.11%

項

7 1 4

単年度繰返

対　　象

14,827 千円

観光の拠点となる地球の丸く見える丘展望館及びポートタワーの所有者及び管理者として適切に管理運営
していくために建物総合損害共済保険に加入し、必要に応じて修繕等を行うほか、指定管理委託料を支出
し、施設管理の充実を図る。

一般財源

33.5%特定財源

66.5%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

9

実績値 7 8

―

153

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値 ―

123

今後の予算規模の方向性

有 効 性

営業日数（銚子ポートタワー） 日
目標値

270

上位施策の実現に向けた貢献度

回

313

実績値 320

人

実績値

―

205

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

103

入館者数（地球の丸く見える丘展望館）

地球の丸く見える丘展望館の１日あたり入館者数

10701040134地球の丸く見える丘展望館及びポートタワー管理経費

観光商工課

営業日数（地球の丸く見える丘展望館）
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 306

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

365 365

363
日

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

企画展・誘客イベント実施回数（展望館）

公 平 性

効 率 性

目標値 9

事業成果指標項目（指標の説明）

人
目標値

入館者数（銚子ポートタワー）

事業の成果は得られているか

貢 献 度

銚子ポートタワーの１日あたり入館者数

―

実績値

新型コロナウイルスの影響で入館者数が減少したことに加え、緊急事態宣言が発令に伴い一時休館したことも影響し、収益を確保する
ことができず、収支不足相当額を市で補填した。

両施設の適正な維持管理を行うには、現状の予算が必要なため。

新型コロナウイルスの終息が見込めない中、昨年に引き続き厳しい経営が予想されるが、誘客に向けたイベントの開催や喫茶店等の売
上を改善するなど更なる経営努力が必要となる。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

増大している

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者が特定できないため、受益者負担を求めることができない

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討していない

関連・類似事業との統合

成果が概ね出ているが、更なる努力は必要である

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

7,296 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

12　委託料

（一社）銚子市観光協会

観光案内所の運営、観光宣伝の実施及び観光客誘致促進等を実施し、銚子観光にとって重要な役割を果た
している銚子市観光協会への業務委託。

7,296 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 124 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

7,296 千円

10701040334観光協会関係経費

観光商工課

3-(4)-5 何度も訪れたくなる魅力的な観光地づくり 課長　石井　倫宏

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

100.00%

項

7 1 4

単年度繰返

対　　象

7,296 千円

観光客の増加を図るとともに、滞在時間の長期化、宿泊の促進等により交流人口の増加を目指し、地域の
活性化を図る。

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

2,804

1,949

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値 3,500

3,446

今後の予算規模の方向性

有 効 性

外国人観光客の案内人数 人
目標値

234

上位施策の実現に向けた貢献度

1,000

実績値 849

1,000

人

実績値

2,804

2,554

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

597

観光入込客数（暦年）

銚子市を訪れた観光客の数（暦年で算出）

10701040334観光協会関係経費

観光商工課

観光客の案内人数
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 12,221

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

20,000 20,000

19,318
人

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

千人
目標値

外国人宿泊客数（暦年）

事業の成果は得られているか

貢 献 度

銚子市を訪れた外国人の宿泊数（暦年で算出）

4,500

実績値

新型コロナウイルスの影響により観光需要が低下していることから観光客入込数の減少が顕著にあらわれた。

観光案内所の運営、観光宣伝の実施及び観光客誘致促進等を実施し、銚子観
光にとって重要な役割を果たしているため。

観光客の多様なニーズに対応し、魅力的な情報発信をしていくためには、観光案内所の運営は欠かせないものであるが、銚子を訪れた
方に再訪してもらえるよう更なる取組みが必要。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

評価対象外

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討していない

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

補助事業

一般財源（Ｂ）財
源

100 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金

銚子ボランティアガイド観光船頭会

銚子のイメージアップ及びリピーター促進を図るため、地球の丸く見える丘展望館を中心に、市内におい
ておもてなしの心で観光案内を実施している銚子ボランティアガイド観光船頭会への助成。

100 千円

特定財源（Ｃ） 0 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 2 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

100 千円

10701040534観光ボランティア関係経費

観光商工課

3-(4)-5 何度も訪れたくなる魅力的な観光地づくり 課長　石井　倫宏

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

100.00%

項

7 1 4

単年度繰返

対　　象

100 千円

観光のあり方が多様化する中で、銚子ボランティアガイド観光船頭会へ事業費を補助し、観光客のニーズ
に即したきめ細やかな観光案内を行う。

一般財源

100.0%

特定財源

0.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

900

実績値 1,070 124

2,804

1,949

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値 ―

76,990

今後の予算規模の方向性

有 効 性

観光案内した団体数 団体
目標値

3

上位施策の実現に向けた貢献度

人

20

実績値 14

20

人

実績値

2,804

2,554

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

60,305

観光入込客数（暦年）

銚子市を訪れた観光客の数（暦年で算出）

10701040534観光ボランティア関係経費

観光商工課

観光船頭会の会員数
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 26

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

26 26

26
人

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

観光案内した人数

公 平 性

効 率 性

目標値 900

事業成果指標項目（指標の説明）

千人
目標値

入館者数（地球の丸く見える丘展望館）

事業の成果は得られているか

貢 献 度

観光船頭会の活動の拠点となる地球の丸く見える丘展望館の入館者数

82,000

実績値

新型コロナウイルス感染防止対策として、観光客との適切な距離を保ち、長時間のガイドは避けるなど、コロナ禍でもきめ細やかなガ
イドができるよう工夫を凝らし、観光案内に取り組んでいる。

市として、銚子のイメージアップ及びリピーター促進を図るため、市内にお
いておもてなしの心で観光案内を実施している銚子ボランティアガイド観光
船頭会へのバックアップは必要であると思われる。

新型コロナウイルスの感染状況が落ち着かないため、積極的な活動が行えないが、観光客のニーズに可能な限り対応をしていく予定。
また、会員の高齢化などにより、通常の観光案内に支障をきたしていることもあり、新規会員を増やすことが必要となっている。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は小さいがある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者が特定できないため、受益者負担を求めることができない

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討していない

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない

0

2
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8

10
必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

地域再生基金繰入金

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

0 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

13　使用料及び賃借料 211 千円

観光客

平成２１年度で廃止された旧犬吠埼霧信号所は、調査で官営八幡製鉄所で生産された国産の鋼材を用いた
現存最古の建築物のひとつである可能性が高く、学術的、歴史的に極めて貴重なものであり、銚子市で霧
信号所の土地、建物を借上げている。

211 千円

特定財源（Ｃ） 211 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 4 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

211 千円

10701041534犬吠埼霧信号所関係経費

観光商工課

3-(4)-5 何度も訪れたくなる魅力的な観光地づくり 課長　石井　倫宏

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ー

 ３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

100.00%

項

7 1 4

単年度のみ 23平成

対　　象

211 千円

国有財産である旧犬吠埼霧信号所等の一部を借り受け、公益社団法人燈光会と協力し歴史的な価値を保存
しつつ、観光資源としての魅力を高め、地域の活性化を図る。

一般財源

0.0%

特定財源

100.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10701041534犬吠埼霧信号所関係経費

観光商工課

犬吠埼灯台の参観者数（暦年で算出）
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 78,110

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

100,000 100,000

99,260
人

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

新型コロナウイルスの影響を受け、昨年度より観光客数が減少しているが、国の重要文化財に指定されたことで観光資源としての魅力
は高まっている。

平成21年度で廃止された旧犬吠埼霧信号所は、調査で官営八幡製鉄所で生産
された国産の鋼材を用いた現存最古の建築物のひとつである可能性が高く、
学術的、歴史的に極めて貴重なものであり、今後も文化財として保存活用を
図る必要がある。

国の重要文化財に指定され、観光資源としての魅力も高まっていることから、更なる保存活用に向けて今後も事業を継続することが必
要となる。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者が特定できないため、受益者負担を求めることができない

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討していない

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに十分に見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

観光施設整備債（市債）

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

2,168 千円

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

6,809 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

14　工事請負費 19,700 千円

地球の丸く見える丘展望館及びポートタワー

地球の丸く見える丘展望館及びポートタワーは、いずれもオープン後２０年以上が経過しており、老朽化
及び陳腐化が著しいことから、設備等の新設及び改修工事を実施する。

28,677 千円

特定財源（Ｃ） 21,868 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 489 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

28,677 千円

繰越事業繰越金

10701041734地球の丸く見える丘展望館及びポートタワー改修経費

観光商工課

3-(4)-5 何度も訪れたくなる魅力的な観光地づくり 課長　石井　倫宏

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分○

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

100.00%

項

7 1 4

単年度のみ 2令和

対　　象

28,677 千円

地球の丸く見える丘展望館及びポートタワーの安全・安心・快適な利用を確保する。

一般財源

23.7%
特定財源

76.3%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

地球の丸く見える丘展望館改修工事 件
目標値

1

上位施策の実現に向けた貢献度

―

実績値 ―

―

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10701041734地球の丸く見える丘展望館及びポートタワー改修経費

観光商工課

ポートタワー改修工事
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 4

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― ―

2
件

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

令和2年度は、令和元年度の２件と比較して大幅に工事件数が増加した。

当該施設は建設から約30年が経過しており、現段階においても老朽化による
修繕、改修の必要な箇所が多数ある。当該施設は本市観光の重要な観光拠点
であることから今後も改修工事等を行っていく必要がある。

当該施設は建設から約30年が経過しており、現段階においても老朽化による修繕、改修の必要な箇所が多数ある。当該施設は本市観光
の重要な観光拠点であることから今後も改修工事等を行っていく必要がある。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

増大している

廃止・休止による影響は大きくある

実施が義務付けられており、今後も市が実施する必要がある【法定受託等】市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費又は人員の削減に取り組んだ

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法も適切であり、大きく貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討したが統合不可
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必要性

有効性

貢献度効率性

公平性

基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

14　工事請負費 2,513 千円

18　負担金、補助及び交付金 408 千円

1,156 千円

13　使用料及び賃借料

地域自殺対策強化事業費補助金（県）

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

観光施設等除却債（市債）

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

95 千円 1.63%

43.01%

6.99%

目

790 千円

420 千円

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

3,632 千円

11　役務費

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

10　需用費

19.78%

1,000 千円

観光客及び観光関連団体

観光地の美化、公衆トイレの維持管理及び観光客用仮設トイレの借上等、観光施設等の維持管理及び関係
団体への負担金等、観光振興に関する様ーな施策を実施。

1,598 千円

特定財源（Ｃ） 2,210 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 100 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

72 千円 1.24%

割合

―　 　

5,842 千円

観光地魅力アップ整備事業費補助金（県）

10701040634その他観光振興経費

観光商工課

3-(4)-6 その他【観光振興】 課長　石井　倫宏

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分○

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ３　法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

27.35%

項

7 1 4

単年度繰返

対　　象

5,842 千円

12　委託料

観光施設の受入態勢の整備等により、地域の魅力の向上を図る。また銚子市が観光関係団体に加盟し、広
域観光としての連携により、更なる観光振興の促進を図る。

一般財源

62.2%

特定財源

37.8%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

2,804

1,949

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

2,804

2,554

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

観光入込客数（暦年）

銚子市を訪れた観光客の数（暦年で算出）

10701040634その他観光振興経費

観光商工課

負担金支出団体数
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 6

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― ―

6
団体

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

千人
目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

観光関係団体（千葉県観光物産協会・ちばプロモーション協議会・千葉県国際観光推進協議会　等）との連携を図る。

観光関係団体との連携を図るために必要な経費のため。また、光熱水費や汲
取り手数料など、観光インフラの整備に必要な経費のため。

各団体との連携に係る経費や観光施設の光熱水費といった固定的な費用だけでなく、今後観光案内看板や標識といった観光施設の老朽
化、劣化に対する修繕費が必要になってくると考えられる。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者はいるが今後も公費により全額市が負担すべきものである

予算規模を拡大する

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討していない

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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必要性
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基準 評価

自己評価採点グラフ



行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

がんばれ銚子ふるさと応援基金繰入金

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

0 千円

13　使用料及び賃借料

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

07　報償費 31 千円

市内外の住民、企業

市外に流出する電力を地域内で消費する再生可能エネルギーの地産地消の取組を推進することで、地域内
での資源と資金の循環による地域活性化を図るほか、環境価値の高い電力の供給を通じて域外から資金を
獲得し、電力事業における利益を地域に還元していく。

30 千円

特定財源（Ｃ） 31 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 1 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

1 千円 3.85%

割合

―　 　

31 千円

10201085904地域エネルギー事業推進経費

洋上風力推進室

3-(5)-1 再生可能エネルギーの地産地消の推進 室長　信太　孝之

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分○

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ５　内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

96.15%

項

2 1 8

単年度繰返 30平成

対　　象

31 千円

銚子電力㈱の安定した経営基盤の構築を目指すとともに、「再エネのまち銚子」のブランディングを図っ
ていく。

一般財源

0.0%

特定財源

100.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

3,000

2,635

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

1,100

1,915

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

販売電力量

銚子電力契約者への販売電力量

10201085904地域エネルギー事業推進経費

洋上風力推進室

目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

MWh
目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

銚子電力㈱では、令和２年度決算において単年度黒字を達成したものの、販売電力量の目標値には達していない。今後、将来の洋上風
力発電の電気の活用も見据えつつ、更なる再生可能エネルギーの地産地消の取組を推進していく必要がある。

銚子電力㈱の安定した経営基盤の構築を目指すには、会社事業との連携が必
要である。

安定した経営基盤の構築を目指すとともに、地域貢献事業などを通じて再エネの地産地消の取組を推進する。また、「ゼロカーボンシ
ティ」の実現に向け、市と銚子電力㈱が連携して再生可能エネルギーの導入促進に取り組む。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

変わらずにある

廃止・休止による影響は小さいがある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者が特定できないため、受益者負担を求めることができない

予算規模は現状維持とする

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

500 千円

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

がんばれ銚子ふるさと応援基金繰入金

関連事業 漁業振興基金管理経費

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律（再エネ海域利用法）

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

0 千円

11　役務費

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

10　需用費

59.78%

836 千円

国、県、漁業者、商工業者、観光事業者、発電事業者

年間を通じて強い風が吹くなど、本市の強みである自然環境を最大限生かし、雇用・税収の増加と地域経
済の活性化を図るため、洋上風力発電施設を誘致する。

210 千円

特定財源（Ｃ） 836 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 14 円

受益者負担率 0.00%

支出項目

126 千円 15.06%

割合

―　 　

836 千円

10201085504洋上風力推進経費

洋上風力推進室

3-(5)-2 洋上風力発電施設の誘致 室長　信太　孝之

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分○

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 １　法律や政令で実施内容や実施方法が具体的に規定されている業務

25.16%

項

2 1 8

単年度繰返 29平成

対　　象

836 千円

23　投資及び出資金

漁業と共生する洋上風力発電施設の誘致を実現し、洋上風力発電施設の整備に伴う雇用、税収、交流人口
増加などによる地域経済の活性化を目指す。

一般財源

0.0%

特定財源

100.0%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

広報配布物（配布数・発行回数） 枚／回
目標値

27,000枚／１回

上位施策の実現に向けた貢献度

―

実績値 ―

―

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10201085504洋上風力推進経費

洋上風力推進室

市民向け説明会　参加者・開催数
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 ―

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― 50人／１回

―
人／回

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

現状どおり

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

令和２年７月２１日に銚子市沖が再エネ海域利用法に基づく促進区域の指定を受け、同年１１月２７日には発電事業者の公募手続が開
始された。促進区域決定後、事業概要の説明や進捗状況の報告を目的とした市民向け説明会の開催を予定していたが、新型コロナウイ
ルス感染症拡大の影響を踏まえ、事業概要等のリーフレットを新聞折込によって周知する方法に変更し、洋上風力発電事業に対する市
民の理解促進に努め、認知度の向上を図った。

洋上風力発電施設の誘致を促進するため、発電事業者決定後に今後の事業計
画や進捗状況、将来構想などをまとめたチラシを配布するとともに市民向け
の説明会を開催する。また、漁業共生策や漁業振興策、陸域の地域振興策に
ついて、発電事業者や関係者との具体的な協議を進める。

国、県、漁業者、商工業者、観光事業者、発電事業者などと連携し、地元との協調・共生のもと、地域活性化につながる洋上風力発電
施設の誘致を目指す。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

増大している

廃止・休止による影響は大きくある

豊かな市民生活に寄与することから、今後も市が実施する必要がある市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

受益者が特定できないため、受益者負担を求めることができない

予算規模を拡大する

c:事業内容は現状どおりとする

事業費及び人員の削減を検討したが削減余地なし

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

事業の方向性や手法は概ね適切であり、一定程度貢献している

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

関連・類似事業の統合を検討していない
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行政経営評価レポート

１　事業の基本項目

：総合戦略

：第７次行財政改革大綱

：その他（ ）

２　事業の概要

年度から 年度まで

３　費用等に関する項目

※受益者負担率＝受益者負担金（E）の総計／Ａ

※施設の管理運営に関する事業のみ人件費表示

【事業費（Ａ）の内訳】 【特定財源（C）の内訳】※マーク　受益者負担金（E）

※(Ｄ)の人件費が生じるときのみ表示

事業内容

総合計画上の位置づけ

関連計画

補助事業との関連

法定等による分類

根拠法令

補助・単独の別

事業期間

特定財源の名称

名洗港整備（負担金）債（市債）

関連事業

事業費（Ａ）

款

目　　的

目

単独事業

一般財源（Ｂ）財
源

254 千円

総コスト（A+Ｄ）

決算額

　事業費と人件費の割合

施設の管理運営に関する人件費（Ｄ）

決算額

事務事業名

18　負担金、補助及び交付金 1,400 千円

千葉県

千葉県が実施する名洗港港湾整備事業の地元負担金。補助事業については、16.85％、単独事業については
30％の負担金が発生する。

1,654 千円

特定財源（Ｃ） 1,400 千円

市民ひとりあたり（Ａ／人口） 28 円

受益者負担率 0.00%

支出項目 割合

―　 　

1,654 千円

10804020234名洗港港湾整備経費

観光商工課

3-(5)-2 洋上風力発電施設の誘致 課長　石井　倫宏

一般会計

事業ＩＤ

所管

評価者

会計区分―

―

― ―

３　国・県の補助事業と関連のない業務（市単独事業分（補助事業の上乗せ・横出し分を除く））

 ４　施設の維持管理に係る業務

100.00%

項

8 4 2

期間限定複数年度 2 6令和 令和

対　　象

1,654 千円

洋上風力発電事業の建設補助、維持管理港として整備し、洋上風力発電事業を推進する。

一般財源

15.4%
特定財源

84.6%

事業費の財源



行政経営評価レポート

４　事業の結果と効果

（ ）

（ ）

（ ）

５　事業の検証

（上記理由）

６　総評（評価に対する考え方から今後の事業の進め方など）

実績値

事業成果の総評　※上記の指標による数値では表せない場合は、総評のみ記載

事業の実施に対するニーズはあるか

事業の廃止・休止による影響は大きいか

目標値

今後の予算規模の方向性

有 効 性

目標値

上位施策の実現に向けた貢献度

実績値

実績値

単位 目標／実績 Ｒ１ Ｒ２

10804020234名洗港港湾整備経費

観光商工課

名洗港港湾整備負担金
目標値

事務事業名

Ｒ２

実績値 1,653,827

事業ＩＤ

所管

活動実績指標項目 単位 目標／実績 Ｒ１

― ―

―
円

比較参考（他自治体での類似事業の例など）

公 平 性

効 率 性

目標値

事業成果指標項目（指標の説明）

目標値

事業の成果は得られているか

貢 献 度

実績値

千葉県が実施する港湾整備事業であり、令和２年度は深浅測量・防波堤の実施設計を行った。銚子沖洋上風力発電のメンテナンス港と
して使用予定のため、港湾施設の機能確保を行う。

千葉県による港湾整備事業の拡大のため。

洋上風力発電のメンテナンス港として名洗港の整備事業費は拡大していくが、地元の負担が非常に大きいため、財政措置などを国に求
めていく。

受益者負担は公正・公平か

事 業 の 方 向 性

評価対象外

評価対象外

実施が義務付けられており、今後も市が実施する必要がある【法定受託等】市が実施すべき事業か

目標値

必 要 性

実績値

事業費等の削減努力

評価対象外

予算規模を拡大する

c:事業内容は現状どおりとする

評価対象外

関連・類似事業との統合

事業の実施コストに見合った成果を得ている

評価対象外

見 直 し す る 内 容

見 直 し の 種 類

評価対象外
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